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（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ 現状 

（１）地域の災害・感染症リスク（静岡市防災情報マップを基に作成／以下①～③も同様） 

リスクの種類 
リスク 

の有無 
被災想定 備 考 

南海トラフ地震 ○ Ｍ8.2～9.1 30年以内の発生確率：73％以上 

津 波 ○ 
津波高 

最大11ｍ（平均6ｍ） 

 

 

洪水・土砂災害 

浸水被害 
○ 

最大で5.0ｍ以上 

10.0ｍ未満の浸水 

（想定河川） 

安倍川・藁科川・巴川・長尾川 

丸子川・大沢川・庵原川・山切川 

①地 震 

地震ハザードステーション（全国地震動予測地図：防災科研）の防災地図によると、

南海トラフはマグニチュード8.2～9.1の地震が今後30年間で73％以上の確率で、首都

直下型はマグニチュード7クラスの地震が今後30年間で70％以上の確率で、それぞれ発

生すると言われている。 

当市の地震による被害想定については、表１で示す通りで、地震による人的被害（死

者数）を見てみると、全体の死者数の８割弱を清水区が占めており、他の地区に比べ地

震による死者数が多く発生することが予想されている。そのうち津波による被害が９

割を超えており、当会議所管轄地域を含む清水区は、津波による甚大な被害が発生す

ることが予想されている。 

【表１】人的被害（死者数）［出典：静岡市防災情報マップ］ 

 建物倒壊 津波 
急傾斜 
崩壊 

火災 その他 合計 

葵区 600 0 50 500  1,100 

駿河区 400 1,600 10 400  2,200 

清水区 700 11,000 20 500 10 12,000 

合計 1,700 12,600 80 1,400 10 15,300 

            ※南海トラフ巨大地震(M9程度)を想定し被害数を算出 

②津 波 

静岡県第４次地震被害想定によると、想定される最大クラスの地震（南海トラフ巨大地

震）が発生した場合、最大11ｍ（平均6ｍ）の津波が想定されている。 

当市の津波避難マップで当会議所管轄地域の津波による浸水被害想定区域を見てみる

と、海岸線に近い地域（長田南・川原地区、中島・大里東・宮竹・大谷地区、久能地区、

駒越地区、三保・折戸地区）が避難対象地域(※)に指定されており、地震発生から10分以

内に浸水開始するエリアが広範囲にわたり、多大な浸水被害が発生することが想定されて

いる。 
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※避難対象地域：地震発生後、一目散に指定された津波避難ビル、避難タワー、津波緊急

避難所に向かって必ず避難する地域 

③洪水・土砂災害、浸水被害 

当会議所静岡事務所及び清水事務所が立地する地域においてはいずれも0.3ｍ未満

の浸水が想定されている。 

川の氾濫による避難判断水位について、避難勧告が発表される水位危険度レベル（レ

ベル4）は、安倍川は4.00ｍ～4.50ｍ、藁科川7.70ｍ、巴川は3.00ｍ～3.40ｍ、長尾川

は2.30ｍ、丸子川は2.70ｍ、庵原川・山切川は3.20ｍにそれぞれ設定されている。安倍

川・藁科川については危険度が比較的低いと想定されており、氾濫した場合も比較的

浸水継続時間が短い地域が多い傾向にある。 

清水港の周辺では、標高が清水港最高潮位より低い地帯があり、潮位が高い時には

浸水の危険が高まる。 

土砂災害については、安倍川上流の山間部を中心に、各河川流域で広く災害警戒区

域に指定されている。 

当市では、平成18年2月に「静岡市浸水対策推進プラン」を策定し、市が管理してい

る河川や下水道の幹線、ポンプ場などの基幹施設の整備を進めてきたが、近年頻発し

ている激甚な浸水被害に対し、継続して市の重点プロジェクトに位置付け、平成31年3

月にプラン第4期計画を策定した。 

※過去の水害 

昭和 49年 7月 7 日～8 日にかけて、台風 8 号と梅雨前線により大雨、洪水、土砂災

害等、広い範囲に多大な被害を及ぼした七夕豪雨が発生。時間最大雨量 76㎜、24時間

の降雨量 508mmを記録し、死者 27名、家屋の全壊・流出 32戸、床上浸水約 12,000戸、

床下浸水約 14,000戸という大きな被害をもたらした。 

近年では、平成 15年 7月、平成 16年 6月、平成 26年 10月に局地的な大雨により、

河川・堤防が決壊しない状況で浸水被害（内水氾濫）が発生した。 

【静岡市防災情報マップ】 

地図や画像を利用して、静岡市内における地震、風水害等の災害による被害の想

定に関する情報や津波避難ビル、避難所等の避難に関する情報などを市民に分かり

やすく公開・提供しているサイト。 

（掲載内容／サイトイメージは次ページ） 

 ・防災マップ 

 ・津波避難マップ 

 ・洪水ひなん地図（洪水ハザードマップ） 

 ・浸水ひなん地図（内水ハザードマップ） 

 

スマートフォンサイトＱＲコード 

https://www2.wagmap.jp/shizuoka-hazard-sp/
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＜ 公開されているサイトの内容（抜粋）＞ 
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④感染症等 

新型コロナウイルス・新型インフルエンザ等は、今までに流行していない感染症で

かかりやすく、かかったときに重症化するおそれがある。世界的に急速にまん延し、企

業活動に大きな影響を与えると予想されているため、発生時には国家の危機管理とし

て対応することになっており、静岡市でも、市民の生命及び健康を保護し、市民生活や

経済に与える影響を最小にするために対策を行っている。 

 

＜インフルエンザの発生状況＞ 

（出典:静岡市保健福祉長寿局 保健衛生医療部 保健医療課 医療事業係） 

【全国・静岡県・静岡市の比較グラフ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ピーク時の定点当たりの人数（静岡市内のみ）】 

年 2015-2016 2016-2017 2017-2018 2018-2019 2019-2020 

週 6 4 3 3 4 

定点 
当たり 
患者数 

43.44 44.12 59.08 60.44 23.16 
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（２）商工業者の状況（当会議所管内／平成３０年度） 

・商工業者数    ３３,１７７人 

・小規模事業者数  ２６,３８２人 

 【内 訳】（出典：静岡市経済センサス）※静岡市清水商工会地区は除く 

 業 種 商工業者数 
小規模 

事業者数 

商工業者数に占める 

小規模事業者の割合 

商工

業者 

製 造 業 3,017 2,510 83.2% 

建 設 業 2,814 2,652 94.2% 

卸 小 売 業 9,352 7,346 78.6% 

宿泊・飲食業 3,981 3,141 78.9% 

その他の業種 14,013 10,733 76.6% 

計 33,177 26,382 79.5% 

現在、当市の産業の中心は卸・小売業（28％）、宿泊業・飲食サービス業

（12％）、製造業（10％）となっている。また、小規模事業者の割合についてみる

と、各産業において約80％以上を占めている。産業全体の企業数・事業所数は、

2009年以降減少しており、2012年から2014年にかけて事業所数は横ばいになったも

のの、2014年以降は大幅に減少しており、人口減少に合わせて今後もこの傾向は続

くと思われる。 

【当市の産業の業種構成】（出典：静岡市経済センサス）※静岡市全域 
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【当市の企業数の推移】（出典：地域経済分析システム）※静岡市全域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※静岡商工会議所の管轄エリア 

静岡市は葵区・駿河区・清水区に分かれ、市内に静岡商工会議所と静岡市清水商

工会が併存しているが、エリア的には清水区の興津・庵原・小島両河内・由比・蒲

原の各地区は静岡市清水商工会の管轄であり、それ以外の地区を静岡商工会議所が

担っている。 
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（３）これまでの取組 

１）静岡市の取組 

①防災計画関係 

 ・地域防災計画及び津波防災地域づくり推進計画の策定  

 ・静岡市防災会議による防災計画の推進 

②災害時協力協定・相互応援協定の締結 

③防災資機材・施設関係 

 ・防災無線等による情報伝達体制の構築 

 ・防災用資機材の設置及び分散備蓄 

 ・避難地･避難所･救護所の指定及びコミュニティー防災センター等の設置 

④津波対策 

 ・津波避難ビルの指定及び津波避難ビル整備事業に対する助成 

 ・津波避難タワー、津波避難誘導標識等の整備 

 ・東名高速道路のり面（盛土斜面）使用協定の締結 

⑤土砂災害防止対策（土砂災害危険箇所の整備等） 

⑥地震等防災訓練 

 ・総合防災訓練、地域防災訓練、津波避難訓練等の実施 

⑦防災意識の啓発 

 ・自主防災組織の活性化と住民の防災意識啓発を目的とした市政出前講座の開催 

 ・地区防災会議（三者会合・四者会合）の開催 

 ・静岡市防災マップ、洪水ハザードマップ、津波避難マップ等作成・配布 

⑧自主防災組織関係 

 ・自主防災組織及び自主防災連絡会の組織 

 ・防災指導員制度の導入及び防災技能者の育成 

 ・防災資機材購入等に係る助成 

⑨感染症対策関係 

 ・「静岡市医療関係者連絡協議会」及び「静岡市新型インフルエンザ等医療専門家

会議」の開催 

 ・「静岡市新型インフルエンザ等対策行動計画」の策定 

⑩その他 

 ・国民保護法関係事業 

 ・水防関係事業 

 ・建築物の耐震化事業 

 ・公共施設の耐震化計画 

 ・耐震性貯水槽の整備 他 

 



- 8 - 

２）当会議所の取組 

（１）災害に対する取組 

①事業所ＢＣＰに関する国、県の施策の周知 

 ＢＣＰの策定や見直しをする際の専門家派遣制度、防災・減災への取り組みに関する

融資制度等、国や県の支援施策について、巡回・窓口相談等により周知している。  

②事業所ＢＣＰ策定セミナーの開催 

 ＢＣＰ策定支援実績豊富な専門家を講師に招き、ＢＣＰの必要性や基礎知識をテ

ーマに毎年セミナーを開催している。今年度は 2019 年 6 月 20 日に開催し、21 名

の参加があった。 

③損害保険（ビジネス総合保険）への加入促進 

 東京海上日動火災保険株式会社等と連携し、災害時に備える商工会議所会員向け

保険制度「ビジネス総合保険」への加入促進に取り組んでいる。 

④防災備品の備蓄 

 緊急用備品リストに基づき、災害発生時に必要な緊急用品等を備蓄するとともに、

定期的に中身を点検し、緊急事態に使用できるよう維持管理に努めている。 

⑤商工会議所会館防災訓練の実施 

 「災害発生時対応マニュアル」の所内自衛消防隊編成の見直しを行うとともに、火

災や地震発生時の人命保護と災害拡大の防止に向けた対応が図れるよう、防災訓

練を年２回実施している。 

⑥職員の安否確認システムの導入 

 災害発生時の職員の安否確認及び出勤（召集）可能人員を迅速に確認するための

安否確認システムを導入しており、緊急事態にスムーズな運用ができるよう、定

期的にテスト運用を実施している。 

（２）感染症に対する取組 

①緊急アンケートの実施等による地域企業への影響調査 

②感染症の拡大を防止するための、イベントの中止や延期 

③検定試験等の実施方法の検討 

④地域企業の資金繰りを支援するための緊急相談窓口の設置や緊急相談会の開催 

⑤日本商工会議所、静岡市と連携した感染拡大防止に向けた情報提供 
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Ⅱ 課題 

１．ＢＣＰに関する情報提供・周知が不十分 

当会議所では、巡回・窓口相談やホームページ・会報誌等を通じＢＣＰを周知してきた

が、事業者に災害リスクやＢＣＰの本当の重要性が伝わっていないと思われる。そのため、

ＢＣＰの策定支援までつながっていない。 

２．ＢＣＰに対する小規模事業者の意識が浸透していない 

当会議所では、事業所ＢＣＰの重要性の周知や策定に関するセミナーを開催してきた

が、小規模事業者の意識や関心の高まりにつなげられておらず、策定に取り組む小規

模事業者も増加していない。 

３．緊急時に対応する体制等の整備が不十分 

現状では、緊急時の取り組みについて漠然的な記載にとどまっており、緊急時の対

応を推進するノウハウをもった人員が十分にいない。 

更には、保険・共済に対する助言を確実に行える当会議所経営指導員等職員の不足、

といった課題もある。 

４．関係機関との連携が不十分 

災害時の情報提供や情報収集、ＢＣＰの普及については、静岡市をはじめとする各

関係機関との連携が不可欠であるが、現状では、緊急時における具体的な連携体制が

整備されていない。 

Ⅲ 目標 

１．地区内小規模事業者等へのＢＣＰの必要性の周知とＢＣＰ策定支援 

当会議所では、地区内小規模事業者等に対し、災害リスクを認識させ、事前対策の必

要性を周知するとともに、「事業継続力強化計画」や「静岡県簡易版ＢＣＰ」等の計画

策定を支援し、事業者ＢＣＰ策定の取り組みを促進する。（2020年度～2022年度の３ヵ

年で「事業継続力強化計画」100計画の策定支援を目指す。） 

また「ビジネス総合保険」（2019年11月現在 668事業所が加入）への加入促進も強

化する。（2020年度～2022年度の３ヵ年で150事業所の新規加入、累計で818事業所を目

指す。） 

２．災害等に対する組織体制の強化 

災害発生後、企業の活力を一刻も早く回復し、地域経済を順調に復興させるために

は、何よりもそれを支える当商工会議所が一刻も早く事業を再開することが不可欠で

ある。当会議所の「災害発生時対応マニュアル」の内容を随時見直し、災害発生時や感

染症の大流行時に対する組織的な体制の強化、防災・減災対策の強化を図る。 

なお、感染症については、特に以下の点に注意して取り組む。 

① 行政（国・県・市）や日本商工会議所からの情報を迅速に収集し、正しい知識と情

報の提供に努める。（オンライン会議などを有効に活用） 
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② 緊急の支援策などの重要な情報を迅速に広く広報する。 

③ 中小企業・小規模企業がパニックに陥ることのないよう冷静な行動を促す。 

④ 組織として対応できるよう、日頃から知識を共有する等の措置を講じる。 

⑤ 当会議所内に感染者が発生した場合についての対応や手続き（保健所や医療機関へ

の報告や当所会館の消毒や閉館の考え方）について、あらかじめ災害発生時対応マ

ニュアルに盛り込む。 

３．連携体制の強化 

発災時における連絡体制を円滑に行うため、当会議所と静岡県、静岡市等の間にお

ける被害情報報告ルートを構築し、発災後速やかな復興支援策が行えるよう、関係機

関との連携体制を構築する。 

また、感染病発生時には、専門的な知見を有する保健所などの行政機関や日本商工

会議所と緊密な連携をとり、感染症に対する正しい知識や感染防止策等の周知に努め

ることとする。 
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事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間 

令和２年６月１日～令和７年５月３１日 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

静岡商工会議所は静岡市と連携し、以下の事業を実施する。 

＜１．事前の対策＞ 

１）小規模事業者に対する災害リスクの周知、情報提供・収集 

・「ひと目でわかる中小・小規模企業の災害リスクヘッジ」をテーマとしたＰＲパン

フレット（Ａ３版両面２つ折り）を作成し、経営指導員等の巡回・窓口相談等の際

に、事業所立地場所の自然災害等のリスク及びその影響を軽減するための取組み

や対策（事業休業への備え、水災補償等の損害保険・共済加入等）について説明・

周知する。 

 

◎ＢＣＰの重要性、計画に盛り込むべき内容 

◎ＢＣＰに関する当会議所支援メニュー 

◎商工会議所会員向け共済制度「ビジネス総合保険」の制度内容 

◎ＢＣＰに関する公的支援メニュー 

 

・当会議所では、事業継続の取組に関する専門家を招き、中小・小規模事業者に対す

る普及啓発セミナーや行政の施策の紹介、損害保険の紹介等を実施する。 

・当会議所ホームページ内に企業のＢＣＰ対策として重要な情報を総合的に紹介す

るページを増設。企業の災害対策意識の啓発と計画策定における具体的手法や関

連資料等が一覧として閲覧できるように整える。 

 

●ＢＣＰ策定運用指針＜中小企業庁＞ 

●ＢＣＰ災害対策・ＢＣＰ事例集＜静岡県＞ 

●静岡県総合防災アプリ＜静岡県＞ 

●静岡市防災情報マップ＜静岡市＞ 

●中小企業のためのＢＣＰ（事業継続計画）＜日本商工会議所＞ 

●ひと目でわかる中小・小規模企業の災害リスクヘッジ＜当会議所※予定＞ 

●企業のＢＣＰ対策ハンドブック＜当会議所※予定＞ 

●大規模災害に見舞われた都市の被災企業が利用できる補助金等の施策 

●当会議所会員企業が取り扱うＢＣＰグッズの紹介 

 

＜ＰＲパンフレットの内容＞ 

＜ホームページに掲載予定の主な内容＞ 
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【当会議所で商品開発・販路開拓について支援した会員企業の防災用品の例】 

■車載用防災セット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ヘルメット並みの強度を持たせた防災ズキン 
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・災害発生時に被害状況を迅速に把握するため、事業者から下記の事項についての

情報収集と関係機関との情報共有を行えるような仕組みを構築し、早期の復興に

向けた経営支援に役立てる。 

① 事業者情報・・・事業所名、事業所所在地域、等 

② 被害情報 ・・・非住家の被害、商工被害、その他関連情報 

※情報収集と集積方法については、＜２．発災後の対策＞の ３）被害状況の情報

収集・確認、４）被害状況に関する情報・データの収集・集積方法に記載。 

２）商工会議所自身の事業継続計画の作成 

・当会議所は、平成23年に「災害発生時対応マニュアル」を作成済みであるが、これ

を基に、令和元年12月に事業継続計画として内容を更新した。 

（※計画関係書類 別添） 

３）関係団体等との連携 

＜東京海上日動火災保険株式会社との連携＞ 

・東京海上日動火災保険株式会社とＢＣＰの普及啓発・策定支援等に関する連携協

定を締結し、ＢＣＰ関連のセミナーの開催、ＢＣＰ策定支援、損害保険（ビジネス

総合保険等）の加入促進等について連携して実施する。 

＜静岡県ＢＣＰコンサルティング協同組合との連携＞ 

・静岡県ＢＣＰコンサルティング協同組合と普及啓発・策定支援等に関する連携協

定を締結し、ＢＣＰ策定について同組合に所属する専門家にアドバイスを依頼す

る他、公的施策の周知等について連携して実施する。 

＜静岡市事業継続力強化支援連絡会の開催＞ 

・（仮称）静岡市事業継続力強化支援連絡会（構成員：静岡市、静岡商工会議所、静

岡市清水商工会、静岡県ＢＣＰコンサルティング協同組合：オブザーバー静岡県）

を開催（通常年１回・必要に応じ適宜）し、本支援計画の状況確認や改善点等につ

いて協議する。 

４）フォローアップ 

・当会議所会員を対象として実施予定のアンケート調査の中に、ＢＣＰに関する項

目を設け、取組状況や策定状況等の把握に努める。 

・連携協定を結ぶ東京海上日動火災保険株式会社の代理店が管内企業を巡回訪問し、

「防災・減災対策に関するアンケート調査」を実施。ＢＣＰ対策にかかる早期事業

復旧計画の策定やビジネス総合保険の加入促進に努めるほか、商工会議所が開催

するＢＣＰ対策セミナーへの参加を誘導する。 

・セミナーを受講した小規模事業者を中心に、事業者ＢＣＰ等への取組状況の確認

を行う。 
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５）当該計画に係る訓練の実施 

・マグニチュード８クラスの地震が発生したと仮定し、静岡市との連絡ルートの確

認等を行う（訓練は必要に応じて実施する）。 

・当会議所職員（経営指導員等）は「ＢＣＰ指導者研修養成講座」（静岡県主催）を

はじめとするＢＣＰ支援者向けのセミナーを受講し、支援に必要な知識・手法を

習得する。 

 

◎ハザードマップの見方     ◎ＢＣＰ計画策定支援方法 

◎ビジネス総合保険の補償内容  ◎公的施策の最新情報等 

 

＜２．発災後の対策＞ 

自然災害等による発災時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。その

上で、当会議所では下記の手順で地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

１）応急対策の実施可否の確認 

「静岡商工会議所災害発生時対応マニュアル（3～7ページ）」に則り、安否情報確認

システム等を利用した職員の安否確認や業務従事の可否、大まかな被害状況（家屋

被害や道路状況等）等を当会議所と当市で共有する。 

２）応急対策の方針決定 

当会議所と当市との間で、被害状況や被害規模に応じて実施する応急対策の方針等

を決める。想定する応急対策の内容は、概ね次の判断基準とする。 

【被害規模の目安と想定する応急対策の内容（判断基準）】 

被害規模 被害の状況 
想定する 

応急対策の内容 

大規模な 

被 害 が 

あ る 

・地区内10％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」「窓ガラ

スが割れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内5％程度の事業所で、「床上浸水」「建物の全

壊・半壊」等、大きな被害が発生している。 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、も

しくは、交通網が遮断されており、確認ができない。 

・緊急経営相談窓口

の設置 

・被害状況の調査、経

営課題の把握 

・復興支援策を利活

用するための支援 

被 害 が 

あ る 

・地区内5％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」「窓ガラス

が割れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内1％程度の事業所で、「床上浸水」「建物の全

壊・半壊」等、大きな被害が発生している。 

・緊急経営相談窓口

の設置 

・被害状況の調査、経

営課題の把握 

ほぼ被害

は な い 

・目立った被害の情報がない。 特に行わない 

※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

 

＜主に習得する事項＞ 
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・本計画により、当会議所と当市は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

期間 情報共有する間隔 

発災後 ～ ２週間 １日に２回共有する。 

２週間 ～ １ヵ月 １日に１回共有する。 

１ヵ月 ～ ３ヵ月 ３日に１回共有する。 

３ヵ月以降 １週間に１回共有する。 

３）被害状況の情報収集・確認 

①当会議所では、小規模企業施策の浸透や地域情報の収集を目的に管内全域をカバ

ーする商工振興委員１１５名を配置している。災害発生時においては、管内の被

害状況等について商工振興委員を通じて情報収集することで、広範囲に渡る状況

把握が可能となる。 

具体的には、当会議所経営指導員等が、担当する地区の商工振興委員から、自社

または近隣企業や周辺地域の被災状況等についての情報を収集する。 

②その他の会員企業や一般市民等から寄せられる情報もとりまとめる。 

 ・・・・・「静岡商工会議所災害発生時対応マニュアル」11ページ 

③連携事業者である東京海上日動火災保険㈱静岡支店が、グループ企業や傘下の代

理店等を通じて収集した管内の被害状況等に関する情報を提供していただく。 

 

＜参考：商工振興委員の役割＞ 

商工会議所経営指導員と連携を図り、担当地区内の商工業者の経営上の課題や地

域の要望・意見を随時商工会議所に報告するなどして、経営改善普及事業を推進す

る役割を担っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工会議所 
経営指導員 

商工振興委員 

地域の小規模事業者 

行政 
経営相談 

地域の情報・ニーズ 

定期的な訪問・情報収集 

商工振興委員連絡会議 

経営改善策 

要望 
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＜参考＞ 
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４）被害状況に関する情報・データの収集・集積方法 

①収集・集積する被害 

・当会議所が収集、集積する被害は「非住家の被害」「商工被害」「感染症被害」

とする。 

・「非住家の被害」は事業用の建物、具体的には店舗、事務所、工場、倉庫などの

被害、「商工被害」は建物以外の事業に関する被害、具体的には棚卸資産（商

品・製品、仕掛品、原材料)、有形償却資産（機械装置、工具器具備品、車両運

搬具、など）とする。 

・被害額の算定については、中小企業庁の「中小企業ＢＣＰ運用指針第２版」に準

ずるものとし、事業の復旧に必要な資産の修繕に要する費用（直接被害）を見積

ることとする。具体的には次の通り。 

 【算定すべき被害額と算定基準（直接被害）】 

分類 被害区分 被害程度の目安 被害額の算定基準 

非 住 家 

の 被 害 

全 壊 基本的機能を喪失したもの 

延べ床面積の70％以上の損壊等 

事業の復旧に必要な

撤去費（解体・運搬・処

分費）と再調達価格を

求める。 

半 壊 基本的機能の一部を喪失したもの 

延べ床面積の20％以上70％未満の

損壊等、補修が可能なもの 

事業の復旧に必要な

修繕費を求める。 

事業の復旧に直接関

係しない経費は除く。 一 部 破 損 全壊・半壊に至らない破損 

窓ガラス破損程度は除く 

床 上 浸 水 土砂等の堆積等で一時的に使用不

可の浸水 

床 下 浸 水 床上に至らない程度に浸水したもの 

商 工 

被 害 

商品・製品 

仕 掛 品 

原 材 料 

喪失したもの 

廃棄せざるを得ないもの 

仕入価格・製造原価を

求める。 

構 築 物 

車両運搬具 

工 具 

器 具 備 品 

機 械 装 置 

修繕又は再調達せざるを得ないもの 事業の復旧に必要な

撤去費（解体・運搬・処

分費）と再調達価格又

は修繕費を求める。 
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②収集・集積する方法 

・静岡商工会議所ホームページ内に設ける「災害等の被害情報登録サイト(仮)」に

より、連絡・報告用の集積データをとりまとめ、関係者間で共有する。 

 「災害等の被害情報登録サイト(仮)」の入力イメージは以下の通り。 

入力者情報 

事業所名 〇〇〇〇〇株式会社 

入力者氏名・役職 ●● ●●  代表取締役社長 

事業所所在地域 〇〇区 ●●町 

被害情報（自然災害） 

種類 被害 内容 程度 

建 物 □あり 

□なし 

□店舗 

 

□全壊 □半壊 □一部破損 

□床上浸水 □床下浸水 

□事務所 

 

□全壊 □半壊 □一部破損 

□床上浸水 □床下浸水 

□工場 

 

□全壊 □半壊 □一部破損 

□床上浸水 □床下浸水 

□倉庫 

 

□全壊 □半壊 □一部破損 

□床上浸水 □床下浸水 

棚卸資産 □あり 

□なし 

□商品・製品 

 

□全損 □半損 □一部破損 

□浸水 

□仕掛品・原材料 

 

□全損 □半損 □一部破損 

□浸水 

償却資産 □あり 

□なし 

□機械装置 

 

□全損 □半損 □一部破損 

□浸水 

□工具器具備品 

 

□全損 □半損 □一部破損 

□浸水 

□車両運搬具 

 

□全損 □半損 □一部破損 

□浸水 

その他情報 

 

被害情報（感染症） 

種類 □新型コロナ □インフルエンザ □その他（      ） 

状況 □自社内で感染者を確認 □自社の顧客で感染者を確認 

□取引先で感染者を確認 □地域で感染者を確認 

その他情報 

 

・当会議所の経営指導員が、訪問または電話、ＦＡＸ等の手段により商工振興委員

や会員企業等から収集した情報を随時入力する。なお、商工振興委員には、予め

サイトの内容を説明しておくとともに可能な限り自身での入力を勧奨する。 

・東京海上日動火災保険㈱静岡支店の担当者にも、同社が収集した情報を入力して

いただく。 

・サイトには入力、閲覧に必要なＩＤとパスワードを設定し、関係者には利用方法

等について事前に周知しておく。 
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＜３．発災時における指示命令系統・連絡体制＞ 

・当会議所では、自然災害等発生時に、地区内の小規模事業者の被害情報の迅速な報

告及び指揮命令を円滑に行うことができる仕組みを構築する。 

・二次被害を防止するため、被災地域での活動を行うことについて決める。 

・当会議所と当市は、被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の

算定方法について、あらかじめ確認しておく。 

・当会議所と静岡市が共有した情報を、静岡県の指定する方法にて当会議所又は静

岡市より静岡県へ報告する。 

 

    静 岡 県           関東経済産業局  

 

 静 岡 市     静岡県商工会議所連合会   

 

        静 岡 商 工 会 議 所        

 

・当会議所と静岡市が共有した情報を一元的に保管し、国・県・市などの行政機関が

アクセスできるデータベース化を図る。なお、将来的には全県的に利用できる形

へ拡張していくことを検討する。 

＜被災情報蓄積・情報共有のイメージ＞ 

 静岡県   関東経済産業局   静岡市  

 

 

 

 

 

【静岡県内各市の被災情報ＤＢ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東部地域の状況  沼津市・三島市・富士宮市・富士市・伊豆市 … 

  
西部地域の状況  浜松市・磐田市・掛川市・袋井市・菊川市 … 

中部地域の状況  静岡市・焼津市・藤枝市・島田市・牧之原市 … 

 

静岡商工会議所や清水商工会が 

収集した被害情報ＤＢ 

静岡市が収集した 

被害情報ＤＢ 

国・県・市の行政機関が 

地域の被災状況をまとめたデータベースに 

アクセスし、把握・確認できる。 

＜連絡ルート＞ 
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＜４．応急対策時の地区内小規模事業者等に対する支援＞ 

・当会議所の相談窓口の開設方法について、静岡市と相談する（当会議所は、国・県

の依頼を受けた場合は、特別相談窓口を設置する）。 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

・地区内小規模事業者等の被害状況については、発災後の時間経過とともに必要と

される状況確認等を円滑に実施する。具体的には次の通り。 

【時間経過とともに必要となる状況確認等】 

時間経過 確認内容 確認方法 

発災直後 

～３日程度 

・安否や人的被害の有無 

・大まかな被害（地域の被災状況等） 

・ホームページへの情報 

・ＬＩＮＥ、Ｅメール 

・聞き取り（携帯電話） 

安全確認後 

～７日程度 

・直接被害（非住家被害、商工被害） 

・大まかな間接被害（事業再開可否、

サプライチェーンの状況等） 

・ホームページへの情報 

・巡回訪問による聞き取り 

安全確認後 

～１４日程度 

・間接被害（風評被害等） 

・経営課題の把握（事業再開状況、資

金繰り、等） 

・巡回訪問、窓口相談による

聞き取り 

・応急時に有効な被災事業者施策（国、県、市等の施策）について、巡回訪問、会報、

ホームページ、ＬＩＮＥ等により地区内小規模事業者等へ周知する。 

＜５．地区内小規模事業者に対する復興支援＞ 

・静岡県の方針に従って復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援

を行う。 

・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの

応援派遣等を日本商工会議所や静岡県等に相談する。 

※当会議所は、2012年に鹿児島商工会議所、2014年に那覇商工会議所、2018年

に出雲商工会議所と大規模災害発生時における「復旧・復興にかかる相互支

援協定」を締結（静岡空港からの就航先商工会議所）しており、職員相互の

応援等によって、被災地域の中小・小規模事業者の復旧に向けた相談窓口等

支援体制の早期確立を可能としている。 

 

※上記内容に変更が生じた場合は、速やかに静岡県へ報告する。 
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＜６．流行感染症等への対応＞ 

新型インフルエンザや新型コロナウイルス等の感染症が拡大することで、社会生

活や企業活動に多大な影響を及ぼす事態が想定される。 

当会議所が講じる事業継続力強化支援計画では、こうした感染症等が爆発的に流

行するケースも想定したＢＣＰ対策が重要であると位置付け、以下の内容について

も計画に盛り込むように指導する。 

① 客観的に正確な情報を収集し必要な対策を講じること 

② 交代勤務・在宅勤務・代替要員等の人的資源の確保 

③ ２か月程度を想定した運転資金の確保対策 

④ 職場における集団感染の予防策 

⑤ 仕入調達先の複数確保や、サプライチェーンにおける原材料や在庫の常時確保・

保管の要請 

＜７．その他＞ 

 当会議所におけるサーバーの免振対策として以下の対策を講じている。 

 〇無停電装置の設置 

 〇松本商工会議所提供「CCI Backup」の利用   

  ※地震被害が比較的少ない長野地域にミラーサーバーを設置している。 
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（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和２年３月現在） 

（１）実施体制 

 

 

 

 

                連携           確認 

               連絡調整          連携 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定

する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名・連絡先（連絡先は後述（３）①参照） 

 経営指導員 鈴木 健太郎（清水事務所） 

 経営指導員 望月 一樹（静岡事務所） 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

 以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う。 

 ・本計画の具体的な取組の企画や実行 

 ・本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①静岡商工会議所 

（静岡事務所／中小企業相談所 経営支援課） 

 〒４２０－０８５１ 静岡県静岡市葵区黒金町２０－８ 

 ＴＥＬ０５４－２５３－５１１３／ＦＡＸ０５４－２５４－６７１３ 

（清水事務所／中小企業相談所 経営支援課） 

 〒４２４－０８２１ 静岡県静岡市清水区相生町６－１７ 清水産業情報プラザ４

階 

 ＴＥＬ０５４－３５３－３４０２／ＦＡＸ０５４－３５２－０４０５ 

②静岡市 

（静岡庁舎／総務局危機管理総室危機管理課） 

 〒４２０－０８５１ 静岡県静岡市葵区追手町５－１ 

 ＴＥＬ０５４－２２１－１０１２／ＦＡＸ０５４－２５１－５７８３ 

（清水庁舎／経済局商工部産業政策課） 

 〒４２４－８７０１ 静岡県静岡市清水区旭町６－８ 

 ＴＥＬ０５４－３５４－２３４６／ＦＡＸ０５４－３５４－２１３２ 

静岡商工会議所 

事務局長 

静岡市 

経済局長 

静岡商工会議所 

法定経営指導員 

静岡商工会議所 

静岡事務所 

静岡商工会議所 

清水事務所 

静岡市経済局 

商工部 

産業政策課 

静岡市総務局 

危機管理総室 

危機管理課 
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（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

（単位：千円） 

 令和２年

度 

令和３年

度 

令和４年

度 
令和５年度 令和６年度 

必要な資金の額 500 300 300 300 300 

 ・専門家派遣費 

・セミナー開催費 

・パンフ、チラシ作製

費 

・ホームページ構築費 

100 

100 

100 

200 

100 

100 

50 

50 

100 

100 

50 

50 

100 

100 

50 

50 

100 

100 

50 

50 

 

調達方法 

静岡商工会議所の自主財源 静岡県補助金（経営改善普及事業） 
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（別表４） 

事業継続力強化支援計画を作成する商工会又は商工会議所及び関係市町以外の者を連携して 

事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業継続力強化支援事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

１．東京海上日動火災保険株式会社 静岡支店 

  静岡市葵区紺屋町１７－１ 葵タワー１３階 

  理事・静岡支店長 羽田真人 

２．静岡県ＢＣＰコンサルティング協同組合 

  静岡市清水区西久保２８３－２ 

  理事長 高橋義久 

連携して実施する事業の内容 

１．①ＢＣＰ策定セミナーの開催 

  ②ＢＣＰ関連の損害保険の周知 

  ③防災・減災対策に関するアンケート調査の実施 

２．①小規模事業者のＢＣＰ策定支援 

  ②公的支援施策の周知 

連携して事業を実施する者の役割 

１．①セミナーの企画・運営、講師の派遣 

  ②損害保険加入に関する相談、加入勧奨 

  ③管内企業の巡回とアンケート調査票の回収 

  ※当会議所会員の同社保険代理店が事業実施に全面的に協力する。 

２．①ＢＣＰ策定に関する専門家個別相談 

  ②小規模事業者に役立つ施策等の最新情報の提供 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模事業者 静岡商工会議所 

東京海上日動火災保険㈱ 静岡支店 

静岡県ＢＣＰコンサルティング協同組合 

(連携) 
セミナーの企画・運営、講師の派遣損害保険加入
に関する相談、加入勧奨、他 

(連携) 
ＢＣＰ策定に関する専門家個別相談、施策等
の最新情報の提供 

相談 

支援 


